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令和５年度 第２回函館市障がい者計画策定推進委員会 

R5.8.29 資料１ 

第６期計画（令和５年度の成果目標）の進捗状況および 

第７期計画（令和８年度の成果目標）に係る国の指針について 

 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 (1) 地域生活移行者数 

   令和元年度末時点における福祉施設の入所者数は，536人でした。 

   本市では，国が示した値（地域生活移行者６％以上）を基本としながら，本市

の実情を踏まえ，施設入所者の約3.6％，19人が地域生活へ移行することを目標と

しました。 

  ・第６期計画における数値目標 

項 目 数 値 備 考 

基準日の全入所者数 Ａ 536人 令和元年度末の施設入所者数 

 

【令和５年度末目標値】 

地域生活移行者数  Ｂ 

19人 上記のうち，地域のグループ 

ホームや自宅等への移行者数 

（割合は,Ｂ÷Ａ）  3.6％ 

  ・第６期計画における進捗状況 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 累計 

(４年間) 
目標値 

見込み(※1) 

移行者数 ６人 １人 ２人 3人 12人 19人 

 
基準日全入所
者数との比率 1.12% 0.18% 0.37% 0.56% 2.23% 3.6% 

全国比率(※2) 1.25% 1.09% 1.13% 1.22% 4.69% 6.0% 

※１ 令和５年度の見込み数：令和２年度から令和４年度までの移行者数の平均値 

   ※２ 全国比率は「成果目標に関する参考資料」（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部企画課作成）から抜粋（令和４年以降は推計値） 

  〇 分析 

   ・本市において，令和４年度までに地域生活に移行した９人のうち３人が自宅

に，６人がグループホームに移行している。 

   ・施設入所者の重度化・高齢化が進み，自宅やグループホームへの地域移行が

難しい状況にある。 
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  〇 第７期計画における国の基本指針の数値目標 

  施設入所者の地域生活移行者数に関する目標 

 

  令和８年度末時点で，令和４年度末の施設入所者数の６％以上が 

 地域生活へ移行することを基本とする。 

函館市 

障がい福祉計画 

※仮に国の示した値と同じ数値を目標値とした場合 

 令和４年度末の施設入所者数 536人×６％≒ 32人 

 （令和５年度～令和８年度） 

 

  〇 協議事項① 

    今後も，施設入所者の高齢化や重度化が進み，地域への移行は伸び悩むこと

が想定されます。第６期も目標に達していませんが，地域移行に向けた取組み

を更に推進し，第６期の実績１２人および今後新設予定の共同生活援助事業所

２か所（定員１７人）への入居者を６人として見込み，１８人以上（３．４％

以上）の方が地域へ移行することを目標としてはどうか。 

  (2) 減少見込入所者数 

  ・第６期計画における数値目標 

項 目 数 値 備 考 

基準日の全入所者数 Ａ 536人 令和元年度末の施設入所者数 

【令和５年度末目標値】 

減少見込み入所者数 Ｂ 

９人 上記のうち，令和５年度末時点の 

施設入所者数の見込みおよび減少 

数見込み（割合は，Ｂ÷Ａ）  1.6％ 

  ・第６期計画における進捗状況 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

見込み(※) 目標値 

年度末現在の 

全入所者数 Ｃ 
533人 539人 536人 533人 527人 

 減少数  Ｄ  3人 ▲3人 0人 3人 9人 

 比率 Ｄ÷Ａ 0.6% ▲0.6% 0% 0.6% 1.6% 

全国比率 0.5% 0.8% 0.6% 2.5% 1.6% 

   ※ 令和５年度の見込み数：直近３年の減少者数の最大値 
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  〇 分析 

   ・地域移行による退所者のほか，入院や死亡による退所者が一定数いるものの

保護者の高齢化などにより待機者もいるため，目標値の達成は厳しい状況で

ある。 

  〇 第７期計画における国の基本指針の数値目標 

  施設入所者数の削減に関する目標（継続） 

 

  令和８年度末時点で，令和４年度末の施設入所者数の５％以上を 

 削減することを基本とする。 

函館市 

障がい福祉計画 

※仮に国の示した値と同じ数値を目標値とした場合 

 令和４年度末の施設入所者数 536人× 5％ ≒ 27人 

 （令和６年度～令和８年度） 

  〇 協議事項② 

    入院，死亡による退所者が一定数いるが，同数の方が新たに入所するものと

想定し，新設する共同生活援助事業所へ地域移行する６人分 （１．１％）を

削減することを数値目標としてはどうか。 
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２ 一般就労への移行等 

 (1) 一般就労移行者数 

   令和元年度中に就労移行支援事業等を通じて一般就労した人は57人でした。 

   本市では，国が示した値（令和５年度の年間就労移行者数が令和元年度実績の

1.27倍）を基本としながら，本市の実情を踏まえ，令和５年度中に令和元年度実

績の約1.27倍の72人が，一般就労に移行することを目標としました。 

  ・第６期計画における数値目標 

項 目 数 値 備 考 

令和元年度の 

年間一般就労移行者数 Ａ 
57人 

北海道調査における 

函館市の一般就労移行者数 

【令和５年度末目標値】 

目標年度の年間一般就労 

移行者数       Ｂ 

72人 令和５年度において就労移行支援 

事業等を通じて一般就労する者の数 

（倍率は，Ｂ÷Ａ）  1.27倍 

   

・第６期計画における進捗状況 

区 分 令和元年度 令和２年度 令和 ３ 年 度 令和４年度 
令和５年度 

目標値 
見込み(※2) 

年間一般就労 

移行者数 Ｃ 
57人 39人 56人 60人 64人 72人 

 倍率 

  Ｃ÷Ａ 
1.0倍 0.7倍 1.0倍 1.1倍 1.1倍 1.27倍 

全国の倍率(※３) 1.0倍 0.8倍 1.1倍 － － 1.27倍 

    ※１ 令和５年度の見込み数：（令和４年度移行者数60人）×前年増加率（1.07）＝６４人 

    ※２ 全国の倍率は「成果目標に関する参考資料」（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課作成） 

       から抜粋 

 

 〇 分析 

   ・一般就労に移行した障がい者が，移行前に利用していた主なサービスは，就

労移行支援，就労継続支援（Ａ・Ｂ型）である。 

   ・令和２年度は，新型コロナウイルス感染症の影響により，一般就労への移行

者数の伸び率が鈍化した。 
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 〇 第７期計画における国の基本指針の数値目標 

  就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者に関する目標 

 

  令和８年度中に令和３年度実績の1.28倍以上が就労移行支援事業等を通

じて一般就労に移行することを基本とする。 

この際，就労移行支援事業については，令和３年度実績の1.31倍以上，

就労継続支援Ａ型事業については，令和３年度実績の1.29倍以上， 

就労継続支援Ｂ型事業については，令和３年度実績の1.28倍以上を目指す

こととする。 

函館市 

障がい福祉計画 

※仮に国の示した値と同じ数値を目標値とした場合 

令和３年度中の移行者数 56人× 1.28 ≒ 72人 

＜内訳＞ 

 ・就労移行支援事業 

  令和３年度中の移行者数 32人× 1.31 ≒ 42人 

 ・就労継続支援Ａ型事業 

  令和３年度中の移行者数 12人× 1.29 ≒ 15人 

 ・就労継続支援Ｂ型事業 

  令和３年度中の移行者数 12人× 1.28 ≒ 15人 

 （令和８年度） 

     

 〇 協議事項③ 

   一般就労に移行する者はすでに移行してきた結果，函館市における一般就労移

行者数の伸びは鈍化しているが，令和６年４月，令和８年７月に段階的に法定雇

用率が引き上げられることから，国の基本指針と同率の目標を設定してはどうか 

(2) 就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労移行者の割合（新規） 

〇 第７期計画における国の基本指針の数値目標 

 就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労移行者の割合に関する目標 

 

  令和８年度中に就労移行支援事業所のうち，就労移行支援事業利用終了

者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所を全体の５割

以上とすることを基本とする。 

函館市 

障がい福祉計画 

※仮に国の示した値と同じ数値を目標値とした場合 

 就労移行支援業事業所 ８か所×５割 ＝４か所 

 （令和８年度） 
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  〇 協議事項④ 

    この目標が令和６年度からの新規の目標であることから，国の基本指針と同

率の目標で設定してはどうか。 

 (3) 就労定着支援事業の利用者の割合 

   令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち

７割の方が就労定着支援事業を利用することを目標としました。 

  ・第６期計画における数値目標 

項 目 数 値 備 考 

令和５年度の 

年間一般就労移行者数（推計） Ａ 
72人 

令和５年度における就労移行支援事

業を通じて一般就労に移行する者の

数 

【令和５年度末目標値】 

就労定着支援事業の 

利用者数       Ｂ 

50人 
割合は，Ｂ÷Ａ 

 ７割 

   

・第６期計画における進捗状況 

区 分 令和２年度 令和 ３ 年 度 令和４年度 令和５年度 目標値 

就労定着支援 

事業利用者数 
６人 ７人 ７人 ８人 50人 

 就労定着支援事

業利用者の割合 
２割 １割 １割 １割 ７割 

    ※２ 令和５年度の見込み数：（令和４年度利用者数７人）×平均増加率（1.08）＝８人 

        平均増加率：前々年度の増加率と前年度増加率の平均値 

〇 分析 

   ・本市における就労定着支援事業所は，現在２か所のため，利用者数も伸び悩

んでいる。 
 

  〇 第７期計画における国の目標設定の考え方 

    障害者の一般就労への定着も重要であることから，就労定着支援事業の利用

者数および事業所ごとの就労定着率（過去６年間において就労定着支援の利用

を終了した者のうち，雇用された通常の事業所に４２月以上７８月未満の期間

継続して就労している者又は就労していた者の占める割合をいう。以下同じ｡）

に係る目標値を設定することとする。 
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  〇 第７期計画における国の基本指針の数値目標 

  就労定着支援事業の利用者の割合に関する目標 

 

  令和８年度中に令和３年度実績の1.41倍以上が就労定着支援事業を利用

することを基本とする。 

函館市 

障がい福祉計画 

※仮に国の示した値と同じ数値を目標値とした場合 

 就労定着支援事業利用者 ７人× 1.41 ≒ 10人 

 （令和８年度） 

  〇 協議事項⑤ 

    現在の２か所の事業所の対応可能な人数の範囲内であり，国の基本指針と同

率の目標で設定してはどうか。 

 (4) 就労定着支援事業の就労定着率 

   令和５年度における就労定着支援事業について，就労定着率が８割以上の事業

所が就労定着支援事業所全体の７割となることを目標としました。 

 

  ・第６期計画における数値目標 

項 目 数 値 備 考 

令和５年度の 

就労定着支援事業所数（推計） Ａ 
３か所 

障がい福祉サービス事業所に関する

調査結果から推計 

【令和５年度末目標値】 

就労定着率が８割以上の 

就労定着支援事業所数  Ｂ 

２か所 
割合は，Ｂ÷Ａ 

 ７割 

   

・第６期計画における進捗状況 

区 分 令和 ３ 年 度 令和４年度 令和５年度 目標値 

就労定着支援事業所数 ２か所 ２か所 ２か所 ３か所 

 就労定着率が８割以上の 

就労定着支援事業所数 
１か所 １か所 １か所 ２か所 

割合 ５割 ５割 ５割 ７割 

※ 令和５年度見込値 
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  〇 第７期計画における国の基本指針の数値目標 

  就労定着支援事業の利用者の割合に関する目標 

 

  令和８年度における就労定着支援事業所のうち，就労定着率が７割以上 

 の事業所の割合が２割５分以上とすることを基本とする。 

函館市 

障がい福祉計画 

※仮に国の示した値と同じ数値を目標値とした場合 

 就労定着支援業事業所２か所×２割５分 ≒１か所 

 （令和８年度） 

     

  〇 協議事項⑥ 

    第６期の見込値は就労定着率が８割以上の事業所が全体の５割となることか

ら，就労定着率は国の基本指針に基づき７割とし，事業所の割合については本

市の状況を勘案し５割以上としてはどうか。 
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３ 障がい児支援の提供体制の整備 

 

〇 第６期計画における目標 

    医療的ケア児や重度心身障がい児等が適切な支援を受けることができるよう

保健，医療，福祉，保育，教育等の関係機関が連携を図り，函館地域障害者自

立支援協議会において協議を行うとともに，北海道が実施する医療的ケア児等

コーディネーター養成研修の修了者の増員を図ることを目標としました。 

 

〇 第６期計画における進捗状況 

    医療的ケア児が適切な支援を受けることができるよう函館地域障害者自立支 

援協議会において，医療的ケア児と家族のための支援ガイドブックを作成しま 

す。 

北海道が実施する医療的ケア児等コーディネーター養成研修については，新 

型コロナウイルス感染症拡大防止のため，令和３年度は研修会の実施がありま

せんでしたが，令和４年度においては，１名が養成研修を修了しました。 

 

○  第７期の成果目標 

（1） 児童発達支援センターの設置 

本市では，児童発達支援センターが２か所設置されております。障がいの重 

   度化・重複化に対応し，児童発達支援センターを中核とした重層的な体制の構 

築を目指すとともに，地域支援機能を強化することにより，障がいのある子ど

もの地域社会への参加や包容（インクルージョン）の推進を図ります。 

  （2）主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所および放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

    本市では，主に重度心身障害児を支援する発達支援事業所および放課後デイ 

   サービス事業所は既に１か所以上確保されておりますが，今後は，重症心身障 

   害児や医療的ケア児が身近な地域にある児童発達支援や放課後等デイサービス 

   等を受けられるよう地域におけるニーズを把握するとともに，課題の整理や地 

域資源の開発等を行いながら，支援体制の充実を図ります。 

（3） 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置およびコーディネー

ターの配置 

    函館地域障害者自立支援協議会において協議を行うとともに，医療的ケア児

と家族のための支援ガイドブックによる情報提供を行います。また，北海道が

実施する医療的ケア児等コーディネーター養成研修について関係者に周知し受

講を促すことで，修了者の増員を図ります。 
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４ 相談支援体制の充実・強化等について 

   

〇 第６期計画における目標 

    令和２年度に整備した「函館市障がい児・者あんしんネットワーク」の機能

を充実させるとともに，評価基準を作成し，函館地域障害者自立支援協議会に

おいて，運用状況の検証および検討を行います。 

    令和４年度から，市内10か所の函館市地域包括支援センターを多機能化し，

新たな福祉拠点（多機能型地域包括支援センター）を整備することにより，ア

ウトリーチを含む相談支援体制の充実・強化につなげる事業を行います。 

 

〇 第６期計画における進捗状況 

    「函館市障がい児・者あんしんネットワーク」については，運用状況を函館 

地域障害者自立支援協議会にて報告し，評価基準の作成や機能の充実に向け検 

討を進めている。また，令和４年４月より，市内10か所の函館市地域包括支援 

センターを多機能化し，新たな福祉拠点として整備しました。 

○ 第７期の成果目標 

平成２７年度に設置した基幹相談支援センターにおいて，引き続き，様々な障

がい種別に対応した総合的・専門的な相談支援を実施します。 

 また，函館地域障害者自立支援協議会において，関係機関が抱える困難ケース

などの個別事例の検討を行い，地域の支援体制のさらなる充実を図ります。 

 

項目名 令和４年度実績 

総合的・専門的な相談支援の実施 有 

地域の相談支援体制の強化 

 地域の相談支援事業所に対する訪問等による専門的

な指導・助言件数 

 

６０件 

地域の相談支援事業所の人材育成支援件数  

１０件 

地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数  

１２件 

協議会における個別事例の検討 

 専門部会の設置数 ５ 

専門部会の実施回数（頻度） ６回（２か月毎） 
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５ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組の実施 

〇 第６期計画における目標 

    障がい福祉サービス等に係る各種研修を活用し，事業所職員等の技術力の向

上を図るほか，指定障がい福祉サービス事業者および指定障がい児通所支援事

業者等に対する指導監査の適正な実施およびその成果を関係者間で共有します｡ 

 

〇 第６期計画における進捗状況 

    函館地域障害者自立支援協議会の専門部会ごとにテーマを設け各種研修会を 

   実施するほか，事業所の要請により市職員による出前講座を実施しました。事 

業所に対する指導監査については，適正に実施し，関係機関で共有しています｡ 

     

 ○ 第７期の成果目標 

    北海道や函館地域自立支援協議会で実施する研修へ市職員が参加すること

で，障がい福祉サービス等への理解を深めていきます。 

また，市内の障害福祉サービス事業所等の適正な運営の確保を図るため，指 

導監査を適正に実施するとともに，監査結果を関係自治体と共有します。 

 

６ 地域生活支援の充実 

 

 ○ 第７期の成果目標 

令和２年度から地域生活支援拠点（あんしんネットワーク）の運用を開始する

とともに，地域生活を支援するためのサービス提供体制の総合調整を図るコーデ

ィネーターを配置しており，引き続き，運用状況を函館地域障害者自立支援協議

会で報告し，年 1 回以上運用状況の検討を行います。 

また，障害福祉サービスの利用に係る障害支援区分認定調査により，強度行動

障がいを有する障がい者の支援ニーズを把握し，地域生活支援拠点（あんしんネ

ットワーク）との連携に努め，必要な支援を行います。 

 

７ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

○ 第７期の成果目標 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指し，保健，医療，福 

祉関係者による協議の場を毎年度１回以上開催し，支援体制づくりを推進します｡ 


